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決算概況①2006年3月期の実績（連結）

（単位：百万円、％）

前年比構成比

1.4

3.5

3.3

100.0

▲30.6

▲22.5

▲30.1

+16.4

154

333

318

14,165

2006.3期

（実績）

▲12.51.1176当期利益

▲23.92.4437経常利益

▲23.72.2417営業利益

+ 12.2100.012,629売 上 高

前年比構 成 比

2005.3期

（実績）

Ⅰ. 2006年3月期の実績
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決算概況②出店状況（連結）

232

2

0

4

18

8

11

2

46

72

60

9

2005.9

＋440和歌山県

＋43247204合計

-22福岡県九州

＋154大阪府

＋22018兵庫県関西

＋187愛知県

＋11110静岡県東海

▲123埼玉県

＋114837千葉県

＋177760神奈川県

＋56156東京都関東

＋297宮城県東北

前期末比増減2006.32005.3

Ⅰ. 2006年3月期の実績
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子会社の概況

Ⅰ. 2006年3月期の実績

株式会社
ホームヘルパー福祉協会

株式会社
れもんケア

ケアプランサービス
株式会社

株式会社
日本動物医療センター

株式会社アイエヌジー

HF

居宅介護支援サービス

セントスタッフ
株式会社

医療福祉向け人材派遣介護サービス（横浜市）

介護サービス（和歌山県）

カインドスタッフ
株式会社

ペットおよびペット用品販売

● 介護事業 ● 人材派遣事業

● ペット関連事業

メディスンショップ・
ジャパン株式会社

調剤薬局

ピアサポート
株式会社

アウトソーシング

● その他事業

在宅介護向け人材派遣

動物病院

1月
営業譲受

1月
子会社化

2月
営業開始

11月
子会社化

9月
子会社化
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決算概況③経常利益増減要因分析(実績比)

2005.3実績 2006.3実績

437

53

△87

△62

333

△104

売
上
高
の
増
加
に
よ
る
増
益

利
益
率
減
少
に
よ
る
要
因

販
管
費
増
加
に
よ
る
要
因

営
業
外
に
よ
る
要
因

（△23.5％）△8

（単位：百万円、％）

Ⅰ. 2006年3月期の実績
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1～3月のお客様数減による利益の減少

– 法改正を控え要介護認定者数の伸び率が鈍化
– 記録的寒波により新規お客様数が減少
順調な新規開設

– 新規拠点をほぼ予定通り開設
– 集客は順調に進まず、利益の減少に
グループの拡大

– 地域に根ざした優良な事業の獲得
– 連結子会社が5社増え、連結売上高・営業地域・事業内容が
拡大

まとめ

Ⅰ. 2006年3月期の実績
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業績見通し（連結）
（単位：百万円、％）

前年比構成比

1.1

2.3

2.2

100.0

▲12.5

▲23.9

▲23.7

+12.2

261

600

609

15,931

2007.3期
（計画）

+69.91.6154当期利益

+80.13.8332経常利益

+91.33.8318営業利益

+12.5100.014,165売 上 高

前年比構 成 比

2006.3期
（実績）

Ⅱ. 2007年3月期の見通し
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業績見通し 出店計画（連結）

*1:その他介護サービス事業＝ショートステイ、研修、ケータリング

*2:その他事業＝プライベートケア、調剤薬局、ペット事業等

Ⅱ. 2007年3月期の見通し

31310グループホーム

実績 前年比計画

その他事業 *2

住宅リフォーム事業

介護サービス事業

01515

21917

6159その他 *1

132714デイサービス

297

39

169

50

17

9

2007.3期

247計

22訪問看護

160訪問介護・入浴・居宅

2006.3期
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制度改正の概要

介護保険制度改革（厚生労働省発表資料より）

予防重視型システムへの転換予防重視型システムへの転換

施設給付の見直し施設給付の見直し

新たなサービス体系の確立新たなサービス体系の確立

サービスの質の向上サービスの質の向上

負担の在り方・制度運営の見直し負担の在り方・制度運営の見直し

明るく活力ある
超高齢社会の構築

明るく活力ある
超高齢社会の構築

制度の持続可能性制度の持続可能性

社会保障の総合化社会保障の総合化

見直しの基本視点

2006年
4月施行

2005年
10月施行

Ⅱ. 2007年3月期の見通し
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予防給付 介護給付

要介護
５

要介護
４

要介護
３

要介護
２

要支援
２

要支援
１

要介護
１

要支援者 要介護者

要支援
要介護
１

要介護
２

要介護
３

要介護
４

要介護
５

制度改正の概要

新旧の要支援・要介護区分と保険給付

現行の「要支援」、
「要介護１」の一部のお客様

「要支援１,２」になり、
予防給付の対象へ

介護給付

現
行
区
分

新
区
分

Ⅱ. 2007年3月期の見通し
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制度改正の概要

•運動機能向上
•栄養改善
•口腔機能向上
•その他のプログラム
など

地域支援事業

•訪問介護
•訪問入浴
•訪問看護
など

介護給付

•介護予防訪問介護
•介護予防訪問看護
•介護予防通所介護
•地域密着型介護
予防サービス など

予防給付

非該当介護予防のスクリーニング

介護予防ケアマネジメント

高齢者

制度改正後のケアマネジメント及びサービス内容

要介護認定

地域支援事業対象者 要支援者 要介護者

居宅介護支援事業所地域包括支援センター

ケアマネジメント

要支援１，２ 要介護１～５

Ⅱ. 2007年3月期の見通し
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制度改正の影響と対応

①訪問看護サービスを積極的に展開

収益性の向上、他サービスとの相乗効果を狙う

② 生活援助1.5時間以上の定額化に対応

短時間化により効率（利益率）の向上

③訪問介護の特定事業所加算を獲得

収益性の向上

④地域に密着したサービスの展開

各地域（市町村）の状況に対応

⑤ そのほかの取組み

Ⅱ. 2007年3月期の見通し



15

訪問看護との連携による加算

– グループホームはじめ各サービスにおいて訪問看護と連携す
ることで介護報酬の加算

要介護度の高いお客様を各サービスにつなげる

– 各サービスにおいて利益率が向上

制度改正の影響と対応①訪問看護を核に

Ⅱ. 2007年3月期の見通し

介護
ショート
ステイ

居宅支援

グループ
ホーム

訪問看護

在宅中重度者
受入加算

425単位／日

初回加算Ⅱ

600単位／月

特定事業所加算
のバックアップ

―

医療連携
体制加算

39単位／日

栄養改善
加算

―
デイ
サービス
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制度改正の影響と対応①訪問看護を核に

Ⅱ. 2007年3月期の見通し

出店は既存介護サービス営業所への併設

– 新規開設費用の抑制
訪問看護との連携による介護の高度化

– 医療的サポートによる介護の高度化
– 介護営業所への教育研修・デイサービスの看護師指導
⇒介護サービスの質の向上に

– 組織変更しヘルスケア事業部の下に

新規17店（77%増）を開設予定。
訪問看護売上高54.7%増、売上総利益58.4%増を計画。



17

改正後

生活援助の長時間介護を見直す介護報酬改正

制度改正の影響と対応②生活援助（訪問介護）

Ⅱ. 2007年3月期の見通し

改正前

208単位0.5～1 時間未満 208単位

291単位1～1.5 時間未満
291単位
（定額）1.5 時間以上

+83単位
（３０分毎）

売上高および総時間数は減少するものの、
効率性（利益率）が向上。
ケアプラン見直しによる対応は、完了。
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人材
要件

質の高い事業所を積極的に評価する観点から
特定事業所加算の創設

制度改正の影響と対応③特定事業所加算

Ⅱ. 2007年3月期の見通し

●●特定事業所加算（Ⅰ） ●●

特定事業所加算を獲得し、収益性の向上につなげる。

●● ●●

●●

体制
要件

重度対応
要件

●●

●●

特定事業所加算（Ⅱ）

特定事業所加算（Ⅲ）

20%

10%

10%

基本単位数
への加算率

算 定 要 件
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制度改正の影響と対応④地域に密着したサービス

地域に密着したサービスの提供

– 各営業所ごとに、市区町村の状況・ニーズ
にあわせた運営を行う

地域に根差した介護事業者のグループ化

– 地域に密着した営業所を
短期的に展開

Ⅱ. 2007年3月期の見通し

愛知 9愛知 9

宮城 11宮城 11

大阪 7大阪 7

兵庫 24兵庫 24
福岡 2福岡 2 埼玉 2埼玉 2

神奈川 86神奈川 86 東京 72東京 72
和歌山 5和歌山 5

千葉 63千葉 63

静岡 16静岡 16

数字は計画営業所数（19年3月期 ）
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→デイサービスを中心として介護予防サービスの実施

→身体介護比率アップに

→複数のサービスの併設による集客アップ

→予防給付創設によるサービスの縮小に対応する新サービス

→重点エリアに集中して拠点を拡大することで経営効率を向上

介護予防サービス

医療除外ケア

プライベートケア

複合拠点

営業所数の増加

Ⅱ. 2007年3月期の見通し

制度改正の影響と対応⑤そのほか
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今後の事業展開 ネットワーク事業部

フランチャイズ事業

– 訪問看護、訪問介護、訪問入浴などのFC展開
認知症プログラム

– グループホーム・デイサービス等を中心に販売
インソール事業

– 米国クエイザー社によるインソール製造販売のライセンス取得

Ⅱ. 2007年3月期の見通し

介護事業の質を高める取組みにより、
介護サービスの付加価値とする

「ネットワーク」 ・・・ B to Bでの企業活動の有機的結合
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